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担当部署:　都市整備部 緑地公園課　
	処分の概要
	工作物等の除去などの措置に係る費用負担

	法令名
根拠条項
	都市公園法　第27条第9項

	法令番号
	昭和31年法律第79号

	【基準】
　法第27条第9項の規定による。
第27条
9　第3項から第6項までに規定する工作物等の除却、保管、売却、公示その他の措置に要した費用は、当該工作物等の返還を受けるべき所有者等その他第3項に規定する措置を命ずべき者の負担とする。

(＊)都市公園法第27条第3項・・・公園管理者は、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは、公園管理者又はその命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。

(＊)都市公園法第27条第4項・・・公園管理者は、前項の規定により工作物等を除却し、又は除却させたときは、当該工作物等を保管しなければならない。

(＊)都市公園法第27条第5項・・・公園管理者は、前項の規定により工作物等を保管したときは、当該工作物等の所有者、占用者その他当該工作物等についての権原を有する者に対し当該工作物等を返還するため、条例で定めるところにより、条例で定める事項を公示しなければならない。(交野市都市公園条例第11条の2及び3)

(＊)都市公園法第27条第6項・・・公園管理者は、第4項の規定により保管した工作物等が滅失し、若しくは破損するおそれがあるとき、又は前項の規定による公示の日から起算して2週間を経過してもなお当該工作物等を返還することができない場合において、条例で定めるところにより評価した当該工作物等の価額に比し、その保管に不相当な費用若しくは手数を要するときは、条例で定めるところにより、当該工作物等を売却し、その売却した代金を保管することができる。(交野市都市公園条例第11条の4及び5)

	備考
	

	

	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年10月1日
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